
議案第３０号 

 

三田市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

三田市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

平成２７年２月２６日提出 

 

三田市長 竹 内 英 昭    
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三田市条例第  号 

 

三田市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

三田市介護保険条例（平成１２年三田市条例第１２号）の一部を次のように改正

する。 

第６条の４の次に次の１条を加える。 

（指定介護予防支援事業者の指定基準） 

第６条の５ 介護予防支援事業を行う者から指定の申請があった場合において、

市長が指定する者として法第１１５条の２２第２項第１号の条例で定める者

は、法人とする。 

第７条各号列記以外の部分中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平

成２７年度から平成２９年度まで」に改め、同条第１号中「２７，９３０円」

を「３０，７６０円」に改め、同条第２号中「２７，９３０円」を「３８，４

５０円」に改め、同条第３号中「４１，８９０円」を「４６，１４０円」に改

め、同条第８号中「９７，７５０円」を「１２９，１９０円」に改め、同号を

同条第１１号とし、同条第７号中「８３，７９０円」を「９２，２８０円」に

改め、同号ア中「４００万円未満」を「２９０万円未満」に改め、同号イ中「（(1)

に係る部分を除く。）」の次に「、次号イ又は第１０号イ」を加え、同号を同

条第８号とし、同号の次に次の２号を加える。 

(9) 次のいずれかに該当する者 １０４，５８０円 

ア 合計所得金額が２９０万円以上４００万円未満であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分に

よる額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９

条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を

除く。） 

 (10) 次のいずれかに該当する者 １１６，８８０円 

  ア 合計所得金額が４００万円以上６００万円未満であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

  イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分
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による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（(1)に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

 第７条第６号中「６９，８２０円」を「７９，９７０円」に改め、同号イ中

「又は次号イ」を「、次号イ、第９号イ又は第１０号イ」に改め、同号を同条

第７号とし、同条第５号中「６２，８４０円」を「７３，８２０円」に改め、

同号イ中「又は第７号イ」を「、第８号イ、第９号イ又は第１０号イ」に改め、

同号を同条第６号とし、同条第４号中「５５，８６０円」を「５５，３６０円」

に改め、同号の次に次の１号を加える。 

 (5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６１，５２０円 

 付則に次の３項を加える。 

 （改正法附則第１４条に規定する介護予防・日常生活支援総合事業等に関す

る経過措置） 

１１ 法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業

については、介護予防及び生活支援の体制整備の必要性等に鑑み、その円滑

な実施を図るため、平成２７年４月１日から平成２９年３月３１日までの間

は行わず、平成２９年３月３１日の翌日から行うものとする。 

１２ 法第１１５条の４５第２項第４号に掲げる事業については、その円滑な

実施を図るため、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間は

行わず、平成３０年３月３１日の翌日から行うものとする。 

１３ 法第１１５条の４５第２項第５号に掲げる事業については、その事業の

実施に必要な準備のため、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日ま

での間は行わず、平成３０年３月３１日の翌日から行うものとする。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （保険料率に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の三田市介護保険条例第７条の規定は、平成２７年

度以後の年度分の保険料率について適用し、平成２６年度分までの保険料率

については、なお従前の例による。 
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